
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡
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事務所 高層の事務所ビル等が建
ち並ぶ商業地域

勝どき560 m

都の湾岸地区における都市計
画をベースに、土地利用の増
進が図られる地域。

２０ｍ区道 勝どき駅南東方560 m

景気は、コロナウィルス感染症の影響により、依然厳しい状況にある
。内外の感染拡大及び金融資本市場の動向等に留意すべきである。

地域要因に大きな変動はない。都の湾岸地区における土地利用が進む
中、事務所需要の減退、空室率の弱含み傾向がみられる。

個別的要因に変動はない。

居住人口の増加予想に伴い、交通施設等の拡充が検討されている。コロナ禍により、事務所需要の減退、賃料負
担能力の低下等により、微減ながら地価は下落傾向にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格
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(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]
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(１)価格時点

(２)実地調査日
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円
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１ 基本的事項
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　対象地は、都心部に残された大規模な未利用地の多い地域柄、潜在的な購買意欲の極めて高い地域にある。需要者は
、今後の土地利用の動向を見極めながら、収益性からのアプローチと開発動向、取引動向等を反映した市場性からのア
プローチの両面から価格決定を行うものと思料される。本件は、市場実態を反映した比準価格及び収益性を反映した収
益価格を相互に関連付け、更に指定基準地及び周辺公示価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、中央区の南東部に位置する隅田川以南の圏域及び隣接区の湾岸エリアにおける商業地域等である。晴
海地区は、都の湾岸地区における都市計画をベースに土地利用が図られており、周辺ではオリンピック選手村が建設さ
れた。需要者の中心は、貸しビル業、投資目的の法人等であり、実需の法人も見受けられる。コロナ禍の影響により、
事務所需要の減退、空室率の弱含み傾向がみられる。土地取引価格帯は、総じて数十億円規模の取引が一般的である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

中央(都) －5 24

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 3

令和 3 7 1

令和 3 7 5

中央(都)　5 － 24 東京都 区部第１ 不動産鑑定士 佐藤　雅之

株式会社ＪＰＳけやきコンサルティング

令和 3 6 22

令和 3 7 1

（その他）

中央区晴海三丁目１０６番
「晴海３－５－１」

1,882

1.5：1 Ｓ 11F 1B

北西20 m

区道、

四方路

水道、

ガス、

下水

１住居
(60,400)
防火

地区計画等

(80,500)

30 185 35 20 高層事務所地

58 35 2,000 長方形

１住居
(80,400)
防火
地区計画等

高層事務所地 四方路                        +8.0
容積率                        +6.0

1,600,000

1,370,000

／

／

令和 3 1,060,000

2,790,000,000 1,480,000

□ □■

1,950,000

中央 5 52

99.1

120.9 123.7

114.5
1,480,000

0.0

0.0

0.0

+7.0

+13.0

0.0

+2.0

-3.0

+25.0

0.0

0.0

中央(都) 5 9

2,250,000

98.2

105.0 162.9

114.5
1,480,000

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

-1.0

+4.0

+40.0

+13.0

0.0

□ □

□ □

■
1,500,000

-1.3


